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グリーン・ツーリズムのターミノロジーに関する研究

―日本と欧州の言語間比較―

Study on Terminology of Green Tourism 

－Comparison among Japanese and European Languages－ 

津々見崇*、横山秀司**、富川久美子***、三浦知子**** 

TSUTSUMI Takashi*, YOKOYAMA Hideji**, TOMIKAWA Kumiko***, MIURA Tomoko**** 

本研究では、日英独仏の各言語におけるグリーン・ツーリズム（GT）に相当する用語の定義や使用例等の変遷

を把握し、多角的に GT のターミノロジーを検討した。欧州では概念の揺れや用語の使用減少等も見られるが、

GT は環境に配慮した・持続可能な観光を指す大きな流れがあり、各語の経緯や事情に応じて他の用法が併存し

ていることを明らかにし、一方日本では近年「農泊」が登場したが、GT の語の再定義や今後の使用法に関する

議論が不足していることを指摘している。 

キーワード：グリーン・ツーリズム（green tourism）、持続可能な観光（sustainable tourism）、ターミ

ノロジー（terminology） 

１．はじめに 

(1) 研究の背景及び目的

2023 年 3 月閣議決定の「観光立国推進基本計画」

では、わが国の目指す姿として「持続可能な観光

（Sustainable Tourism）」の先進地域となることを掲

げている 1) 。三田は、国際的な定説として

「Sustainable Tourism」が「Green Tourism」（以下、GT）

とほぼ同義であるものの、わが国では「グリーン・

ツーリズム」の語は概ね「農山漁村滞在型余暇活動」

と定義づけられて汎用されており、乖離が生じてい

る問題を指摘した 2)。この中で三田は、日本語文献

における GT のターミノロジーについて実証的に分

析しているが、政策の現場や諸外国語において GT

のターミノロジーについては明らかにしていない。

今後、学術研究や政策、産業の現場等において国際

的な視野を持ちながら GT の取組みを進めていく上

では、この乖離を解消する必要があるが、その第一

歩として、わが国の来し方や諸外国語での定義・運

用の実態及び変化を把握しておくことが肝要である。 

そこで本研究では、①わが国の GT 政策を実施す

る際のターミノロジーを検討した上で、②英語・ド

イツ語・フランス語の GT 相当の用語について、各

言語で記された学術文献を経年的に調べ、そこでの

定義や使用例、類義語の分析及びその変遷を明らか

にすることにより、多角的に GT のターミノロジー

を検討することを目的とする。

(2) 既往研究のレビューと本研究の位置付け

上述のとおり、日本語のターミノロジーに関して

は三田 2)が詳しい。三田は GT 論の著書及び本学会

の GT 関連論文を通観し、農林水産省のいう定義 3) 

「農山漁村滞在型余暇活動」を踏襲する著書・論文

ばかりであることを明らかにし、横山 4)のみが欧州

に準じた GT の本来の概念を主張していると結論づ

けた。横山は欧州と日本の GT の相違について早く

から指摘し 5)、GT を「1980 年代からみられるよう

になった、環境問題に対する関心と問題解決意識を

もった人たちによる新たな観光形態」と捉えること

の必要性を強調した。本研究はこれらの知見を基盤

とし、わが国の地方行政での GT の語の用法や英独

仏語の文献における用法及び変化を複合的に把握し、

比較で特質を考察する点に新規性・独自性がある。

２．わが国における「グリーン・ツーリズム」のタ

ーミノロジーとその変化 

(1) 農林水産省グリーン・ツーリズム研究会

1992 年 4 月に農林水産省（以下、「農水省」）構造
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改善局により「グリーン・ツーリズム研究会」が発

足された。欧州の GT についての調査研究が行われ、

GTを「緑豊かな農村地域において、その自然、文化、 

人々の交流を楽しむ滞在型の余暇活動」と定義づけ

ている。1993 年度から「グリーン・ツーリズムモデ

ル整備構想策定地区」が、翌年に「農山漁村滞在型

余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律」が

制定され、農林漁業体験民宿の登録が制度化された。

当時の GT は、欧州と比較し滞在日数が少ないわが

国において、主に農家民宿や農業体験を中心とした

施策で進められた 6）。 

2005 年には農山漁村余暇法は改正され、登録制度

の規制緩和が進んだ。また、2008 年度から総務省・

文部科学省・農林水産省によって開始された「子ど

も農山漁村交流プロジェクト」により、その受入れ

強化のための取組みが各地で進められた。 

(2) 農泊への変化 

「農泊」という用語は、大分県安心院町（現宇佐

市）で最初に用いられた。登録農林漁業体験民宿は、

旅館業法を基盤とする法制度のため、新規開業には

数々の障壁があった。1996 年に安心院町ではグリー

ンツーリズム研究会が発足し、簡易宿所の制度を援

用しながら独自のシステムを構築した。大分県が簡

易宿所の営業許可を簡略化、さらには国全体の規制

緩和へと繋がっている。同研究会では「農泊」を、

農村民泊の略とし、GT の中心を成すものであると

定義し、2003 年には「農泊」を「農家による宿泊施

設の提供」として登録商標し、2016 年からは農林水

産省へ使用許可した。『農泊』商標については現在、

農水省において権利を有するとともに、使用の許諾

を行い用語の定着も促している 7）。 

観光政策としては，2003 年に小泉内閣の観光立国

宣言を嚆矢に、観光を国家的課題として位置づけ、

訪日観光への強化が進められてきた。その後急速に

訪日外客数は増加し、外国人観光客向けの取組みも

注目され、農山漁村地域でも、2007 年には国による

交付金制度が開始された。 

2016 年の「明日の日本を支える観光ビジョン」に、

「農泊」の用語が記載された。訪日観光の強化の一

つの施策として、地方での滞在促進が挙げられ、農

泊への期待も高まっている。翌年からは農水省でも

「農泊」の用語が使用されるようになった。「農泊」

は、 農山漁村地域に宿泊し、滞在中に豊かな地域資

源を活用した食事や体験等を楽しむ「農山漁村滞在

型旅行」と定義され、以降は GT に代わり使用され

ているが、もともとの商標の定義とは一致しない。 

 

３．諸外国語にみる「グリーン・ツーリズム」のタ

ーミノロジーとその変化 

本章では、「グリーン・ツーリズム」に相当する英

独仏語の用語について、学術文献における定義や使

用例、類義語の分析及びその変遷を分析する。 

(1) 英語文献の研究動向 

GT は、1987 年 5 月 20 日にロンドン自然史博物館

で開催された田舎(countryside)での新しい観光を考

える会議の報告に記されており、これが初出とみら

れている。ここでバーミングハム大学の Travis 教授

が提唱した GT は、「人々が通常の居住地から都会化

した海浜やスキーリゾートではない、田舎での余暇

活動を求める現象」である 8)。その後、Kearney9)は、

GT は観光客の関心を喚起することで環境保護、経

済的自立、地域成長の促進を目指すものとしている。

2000 年代になると、GT の概念について Nefta-

Eleftheria10)が、マスツーリズムの影響を回避する方

法として自然の静けさと快適さを活用するツーリズ

ムであるとし、Mkono11)は、GT は時を経るにつれ、

エコツーリズム、エシカルツーリズム、持続可能な

観光などの概念と互換的に使われるようになり、現

在、GT は環境に優しい方法で運営されるあらゆる

観光活動を指すために広く使用されているが、ここ

で言う「環境」は生態学的側面に限定されず、社会

的および文化的側面も含まれるとした。一方、韓国

では、1990 年代後半に日本の GT（一種の農村観光）

の概念を農業地域に導入したとされる 12)。 

次に、GT に関する研究の動向と地域（国）による

概念理解の違いを調べた。世界最大のフルテキスト

データベースである ScienceDirect を用い”green 

tourism”をキーワードに検索した結果、2024 年 5 月

末時点で 6,842 件（報告、調査報告、書評を含む）

あったが、このうちタイトルに表記がある英語の文

献は 15 件のみであった。これらを発表年順にタイ

トル、掲載誌の分野、研究対象地もしくは研究者が

所属する機関の所在地の国名を表－１にした。GTの

研究は発祥地である英国で観光分野での研究が始ま

り、1990 年代中頃まで欧州が中心となって観光研究

が進展したが、2000 年代以降は、対象地はアジアへ、
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研究分野も観光以外へと広がった。インドネシアの

研究では持続可能性に寄与するものとして eco-

green-tourism が観光都市に適用されている。そして、

2020 年以降は、中国の研究や観光以外の分野の研究

が主流となっている。また中国では、GT が旅行商品

となっていることが分かる。一方で、アメリカの研

究はみられない。 

このように、GT が社会的側面を含む環境に優し

い、持続可能な観光と同義もしくは一貫とされるよ

うになり、活動地も都市部へと広がった中で、観光

形態としての green tourism 研究が減少したと言える。

このため、GT に代わる持続可能な観光とルーラル

ツーリズムの研究動向を調べた。ScienceDirect を用

いて“sustainable tourism”、および“rural tourism”を

キーワードに検索した結果、2024 年 5 月末時点で報

告、調査報告、書評を含む研究数は、前者が6,842件、

2,736 件あった。このうちタイトルに sustainable 

tourism もしくは rural tourism の表記がある研究は前

者が 297 件、後者が 173 件であった。研究数の推移

を見ると、両者とも 1990 年頃からほぼ増加傾向に

あるが、特に rural tourism の研究は 2010 年代に大幅

に増えた。次に、これらの研究のタイトルを元に、

テキストマイニングを用いて研究の傾向を調べた。

その結果、sustainable tourism の研究は、観光発展や

投資、住民やコミュニティなど地域への影響や小さ

な島国を対象とした研究など、全体として非常に幅

広いテーマでアプローチされていることが明らかに

なった。また、rural tourism の研究は、社会的な側面

を含む観光による影響などの地域研究や、観光客へ

のサービスをテーマとしたマーケティング研究が見

られる中で、環境や持続可能性などのテーマも多い

ことが明らかになった。 

以上のように、1980 年代末に英国で始まった GT 

は、1990 年頃まで農村におけるエコロジカルな観光

であったが、1990 年代初頭からフィールドを問わず

広く環境に配慮した観光として欧州を中心に研究が

進展した。GT を農村観光とするのは韓国のみ確認

できた。2010 年代中頃以降は、持続可能な観光と同

義もしくはこの一環とされるようになった。GT 研

究は、2020 年代以降減少したが、これは、GT と同

様もしくはこれを含むサステナブルツーリズムやフ

ィールドを特定したルーラルツーリズム研究へシフ

トしていった可能性がある。 

(2) ドイツ語文献の研究動向 

環境にやさしい、環境への負荷の少ないツーリズ

ムとしての概念をもつソフトツーリズムは、ユンク

によるハードトラベルとソフトトラベルの対比がそ

の源であろう 13)。この対比をさらに発展させたのは

クリッペンドルフである 14)。彼は「新しいツーリズ

ムに向けて－環境と社会文化要素の重要性」と題す

る論文の中で、ツーリズム開発におけるハードとソ

フトの対比をおこなった。ソフトツーリズムの考え

を地域振興に取り入れようとしたのは、オーストリ

アアルペン協会のハースラッハーである。「ソフトツ

ーリズム－地域開発の可能性」と題する小論では，

ソフトツーリズムにとって地域的に効果のあるアプ

ローチとして、まだ開発されていないか、あるいは

まだ開発の少ない地域における地域発展への貢献、

また高度に開発されたツーリズム地のコミュニティ

エリアを細分化する際の景観に配慮したガイドライ

ンの適用を挙げている 15)。なお、この論文の英文タ

イトルは、「Green tourism - an alternative form of 

regional development」となっており、ドイツ語の

「Sanfter Tourismus」を英語の「green tourism」に訳

している。このことは、ソフトツーリズムと GT は

同義語であることの証しであり、GT は単なる農村

ツーリズムや農家民宿を指す概念ではない。 

ソフトツーリズムをアルプスの環境問題に対処す

る重要な概念として認識した CIPRA（Commission 

Internationale pour la Protection des Régions Alpines）は、

表－１ green tourism をテーマとする研究（英語） 

著者名（年） 掲載誌の分野 
対象地／研究

者所属地 
Jones, A. (1987) 観光 英国 
Bramwell, B. (1990) 観光 英国 
Kearney, A. (1994) 観光 スコットランド 
Gülez, S. (1994) 観光 トルコ 
McBoyle, G. (1996) 観光 英国 
Hong, S., et al. (2003) 観光 韓国 

Jarvis, N. et al. (2010) 
ホスピタリティ・

観光 
英国 

Nefta-Eleftheria P. et al. 
(2014) 

観光 ギリシャ 

Setyaningsih, W., et al. 
(2015) 

社会行動 インドネシア 

D’Alessandro, F. (2016) 農業 イタリア 
Ma, S. et al. (2021) 経営 中国 
Lu, C. et al. (2021) エネルギー 中国 
Takunda Chiwaridzo, T. et 
al. (2024) 

エネルギー ジンバブエ 

Yu, H. (2024) イノベーション マレーシア 
Ren, Y. (2024) 総合 中国 
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1984 年 10 月にスイスのクールで「ソフトツーリズ

ム－アルプス地方のスローガンかチャンスか？」を

テーマに年次総会を開催 16)。CIPRA はソフトツーリ

ズムを、地元の人々とゲストの間に相互理解を生み

出し、訪問地域の文化的独自性を損なうことなく、

地域に接するゲストとの交流であると理解する。そ

して、ソフトツーリズムはアルプス地方の人々やゲ

ストにとって将来に向けた住みやすい環境を維持す

るチャンスとみなした。 

1990 年代に入るとソフトツーリズムはサステナ

ブルツーリズムの概念に包含された形となって、ソ

フトツーリズムや GT の議論は減少していった。そ

の背景には，1987 年に国連が指名した「環境と開発

に関する世界委員会」が、「我ら共有の未来」という

タイトルのレポートを発表し、持続可能性の概念を

明確にグローバル戦略の基礎としたことが挙げられ

る。2000 年代に入ると、地球温暖化が世界的な問題

となり、その原因となる温室効果ガスの削減が急務

となった。地球温暖化はスキー場や海岸リゾートの

存在を脅かす一方、観光による CO2 排出量が世界全

体の５％を占める見込みであることが明らかになっ

た 17)。 

こうした現状に対処した観光が出現した。2006 年

にオーストリア、ドイツ、イタリア、スイス、スロ

ベニアのアルプスに位置する 17 の自治体が「Alpine 

Pearls（アルプスの真珠）」と称した協会を結成し、

ソフトツーリズムと脱炭素化に向けたアルプスのリ

ゾートを指向して活動を始めたのである 18)。この協

会の最大の目標は「マイカーなしの休暇」と「環境

にやさしい移動手段のある休日」であり、損なわれ

ていない自然景観の中で車なしで気軽に休暇旅行が

できることである。なお、ソフトツーリズムの展開

に関しては横山 19)が詳しく論じた。 

このように、アルプス地域では脱炭素化に向けた

観光が、ソフトツーリズムの概念を継承しながら拡

大してきている。特に、2020 年の COVID-19 のパン

デミックからの復興において、UNWTO や OECD は

脱炭素化やグリーン化政策を推進させるために、GT

を指向する自治体に補助金を支給するなどの制度を

創設した 20)。その一例は、オーストリアのティロル

州が行った「Clean Alpine Region」プロジェクトであ

る 21)。これに応募して採択されたカウナーグラート

では、「カウナーグラート脱石油イニシアチブ」を立

ち上げて E シャトル（電気自動車バス）の運行や暖

房を再生エネルギーに転換（特に宿泊施設）し、ま

た効率的で費用対効果の高い廃棄物管理することな

ど、ウィンタースポーツだけに焦点を当てない、よ

りソフトな観光の道を歩もうとしている。 

(3) フランス語文献の研究動向 

仏語では、直訳では tourisme vert(仏 )が green 

tourism(英) に相当する。大島 22)や自治体国際化協会

23)は仏の GT を詳述しているが、TER の定義を用い

ると記すのみで、原典資料での語彙は不明である。

本節では、論文検索システム CAIRN, ScienceDirect、

Pérsee、HAL Science で”tourisme vert”を検索し、題目

に含む論文を中心に、1970 年以降の学術文献におけ

る tourisme vert(以下、TV)の定義や特徴を調査した。 

仏では 1950 年頃には観光開発が農村運動の強い

思想の一部となり、その後 1960～70 年代にはグリ

ーン・バカンス(des vacances vertes)の流行が最高潮に

達したとされる 24)。従って、以下の文献が刊行され

る以前に、都市住民が農村や自然環境を休暇で訪れ

る行為が普及していたことが前提となる。 

まず 1980 年代には、TV は農場・農家・農村と関

連付けられていた。例えば、農場観光(farm tourism)

に関する英文記事 25)では、1955 年に仏で始まった農

家民宿(gîtes ruraux)の成長ぶりを紹介する中で、「TV

の振興」と題した仏語文献 26)を引用している。また

ベルギー仏語圏における農業観光(tourisme agricole)

の研究 27)では、ベルギー農業連盟の見解として、TV

における農家の役割や過度な商業化への懸念を述べ

ており、やはり TV と農業の結びつきは強い。文献

28 も民間主導の TV 協会が「総合的な農村観光

(tourism rural)の発展」に貢献すると述べ、TV と農村

観光・農業観光が同じ文脈で語られている。 

この傾向は1990年代以降も続いた。文献29では、

農地の荒廃によって美的価値が損なわれる現状を憂

い、TV やレジャーへの影響を指摘した。また、衰退

農家の新たな社会的有用性として、環境保護や TV

が注目されるとした 30)。続いて 1996 年に Béteille が

『Le Tourisme Vert』24)を刊行、TV の総合的な整理を

行い、農村観光とは最も広義であり、都市以外での

全てのレクリエーション活動や滞在を含み、景観保

護、砂漠化や耕作放棄地対策になるとした。加えて

TV は都市から遠く離れた農村地域を訪れることと

し、自然や景観の価値に着目した。一方、農家が要
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件なのは農業観光で、民宿や間貸し、乗馬等を設置

し、それを主副収入源とするものだと整理した。よ

って Béteille の TV の概念は TER の見解に近く、よ

り広義の農村観光と比べて、都市から離れた自然や

景観が重要な要素である点に特徴がある。 

2000 年代に入り、Mazuc31)はエコツーリズム

(écotourisme)、持続可能な観光(tourisme durable)、農

村観光、TV を比較した。農村観光は都市生活からの

脱却を基盤とし、ネイチャー・スポーツ、自然探索、

休養、農業・工芸入門、地元農産物の試食等が含ま

れるとした。一方 TV は農村観光よりも広義で、地

元の土地や文化を尊重すると述べ、Béteille とは異な

り、TV の方に地元配慮や都市農村の社会的連帯、地

域アイデンティティを示す商品、農村地域・資源・

産品の価値向上の特性を見出した。 

同じく 2000 年代には、ソフトツーリズムへの言

及が見られた。独語の Sanfter Tourismus の訳語とし

て TV を充てる文献 32)が見られる一方、持続可能な

観光がソフトツーリズム(tourisme doux)に近づいて

いると記すもの 33)もあり、ソフトツーリズム・持続

可能な観光と TV を同一視する傾向が生まれた。さ

らに「新しい形の“グリーン”ツーリズム開発の必

要性」に関する考察 34)では「TV、自然ツーリズム、

エコツーリズムを含む持続可能な観光」が一まとめ

に語られ、環境配慮が強調された。 

なお現在まで、仏語文献では TV を農業・農場・

農村と絡めるものが散見され 35)、TV を農村観光と

同義に捉える文献も同様である 36)。一方 Dournel37)の

ように TV、自然ツーリズム(tourisme de nature)、エ

コツーリズム、持続可能な観光の相違点に着目した

ものも見られる。 

 

４．まとめ 

日本では 1992 年に「農山漁村滞在型余暇活動」が

GT だと定義され取り組まれてきたが、2016 年に国

の観光ビジョンで「農泊」が登場した。1980 年代末

に GT が始まった英国では、1990 年頃まで「農村に

おけるエコロジカルな観光」を意味した。その後、

欧州を中心に諸分野で「環境に配慮した観光」とし

て GT 研究が進展した。2010 年代からは「持続可能

な観光」と同義とされ、近年は研究が減少、「持続可

能な観光」や特定の農村観光研究へシフトしている。

独語では、Sanfter Tourismus（ソフトツーリズム）が

GT と同義とされ、1982 年のクリッペンドルフの定

義通り、「環境に負荷の少ないツーリズム」を意味す

る。1990 年代以降「持続可能な観光」の概念に包含

され議論は減少したが、アルプス地域では脱炭素化

に向けた観光が実践されている。農村での休暇が普

及していた仏では、GT（tourisme vert）は 1980 年代

には農業・農村観光を意味し、現在も一部この用法

が続く。農村観光の語も使われるが、GT との概念関

係は一定しない。ただ 2000 年代以降 GT は「環境を

配慮した持続可能な観光」に近接するともされる。 

以上のように、欧州では概念の揺れや用語の使用

の減少なども見られるが、GT は「環境に配慮した」

「持続可能な」観光を指す語として用いられるのが

大きな流れとして存在し、各国各語の経緯や事情に

応じて、他の用法が併存する状況である。一方日本

では GT に代わる用語が登場したが、GT の語をどう

再定義し使用するかという議論は不足している。 

2020 年の COVID-19 パンデミックによって、世界

の観光は大きな打撃を受けたが、世界観光機関

（UNWTO）は観光の復興に向けて 2020 年 6 月に新

たなビジョンを示した。経済協力開発機構（OECD）

も 2022 年に「Promoting a green tourism recovery」を

発表した。これらの主要な政策は気候変動対策、生

物多様性保全、循環経済、社会的包摂などを含めた

グリーン・ツーリズムとサステナブルツーリズムで

ある。今後、この新たなグリーン・ツーリズムの世

界的な動向に注視していく必要があろう。 

 

付記：本稿は本学会「観光関連用語の概念を明確化する基

礎研究特別プロジェクト グリーン・ツーリズム研究会」

の成果報告であり、三田育雄代表の研究構想を基盤として

実施したものである。 
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